
参考様式１

計　画　主　体　名 計　画　期　間

富士川町
ふじかわちょう

令和3年度～令和6年度

＜連絡先＞

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

富士川町役場　産業振興課 0556-22-7202 0556-22-5516 sangyo@town.fujikawa.lg.jp

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること。

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載すること。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、すべての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）事業実施計画

（富士川町農村地区活性化計画
ふ じ かわ ちょう のう そん ち く かっ せい か けい かく

）



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

第１評価指標（必須） 具体的数値目標の算出方法

事業活用活性化計画目標 事業活用活性化計画目標の設定根拠

山村活性化の促進

　道の駅富士川敷地内に加工所の整備を行い、さらに地元農産物を利用したバウムクーヘンをつくりな
がら販売する施設の改修整備を行うことによって、地元で収穫した農産物に更なる付加価値を付け、新
商品の開発を行うことで、農家の所得向上、定住促進を図る。また、平林地区に農業体験宿泊施設の
整備を行い、農業体験を通してこの地区で採れる農産物の良さ、棚田や富士山の情景などの農山村
の風景を体感してもらい、さらに、地域住民との交流を図っていくことから、事業活用活性化計画目標と
した。

具体的数値目標

地域産物の販売額の増加 50,465千円増加
計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額
（千円）　＝（地域産の農林水産物の販売額（千円）【目標値】
－地域産の農林水産物の販売額（千円）【現状値】）

第１評価指標の設定根拠
　本計画では、「山村活性化の促進」を目標として新たに整備する「農林水産物処理加工施設」、「地域連携販売力強化施設」及び「農林漁業・農山漁村体
験施設」における当地区における効果として、「地域産物の販売額の増加」を第１評価指標として評価を行なう。

計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額（千円）　     50,465千円
【目標値】地域産の農林水産物の販売額（千円）　　　　　　　　　　　　　    557,446千円
【現状値】地域産の農林水産物の販売額（千円）　　　　　　　　　　　　　　　506,981千円

平均（3年間） 506,981 557,446

摘要
現状値 目標値

H29 H30 R01 R04 R05 R06

平林交流の里　みさき耕舎 1,760 1,316 926 1,240 1,302 1,366

道の駅富士川 409,552

山梨みらい農業協同組合直売所 17,082 14,085 13,121 14,800 14,900 15,000

ほずみの郷加工直売所 19,880 20,723 20,697 20,600 20,700 20,800

529,840 558,112 584,386

417,527 460,501 492,000 520,000 546,000

交流センター「塩の華」 45,843 41,032 32,852 - - -

　平林交流の里　みさき耕舎は、農業体験宿泊施
設（仮）との相乗効果で、R04は、H30とR01の平均
の約10％増を見込み、以降は前年度約5％増を見
込んだ。
　その他施設（つくたべかんのR04は、H30とR01の
平均から算出）は、0.3％から1％未満の増加を見
込んだ。
　道の駅富士川については、新設加工所、バウム
クーヘンの施設を整備したことにより、R04 6.8%、
R05 約5.7％、R06 5％の増加 を見込んだ。（前年
比R04は、R01と比較）
　交流センター「塩の華」については、R03.03.31で
閉鎖。以降は売上なし。

単位：千円

農産物直売所実態調査から

つくたべかん 1,654 1,275 1,117 1,200 1,210 1,220

合計 495,771 495,958 529,214



第２評価指標（任意） 具体的数値目標の算出方法

　計画区域における交流人口の増加数（人）＝（計画区域外
からの入込客数（人）【目標値】－計画区域外からの入込客数
（人）【現状値】）

第２評価指標の設定根拠
　本計画では、「山村活性化の促進」を目標として新たに整備する「農林水産物処理加工施設」、「地域連携販売力強化施設」及び「農林漁業・農山漁村体
験施設」における当地区における効果として、「交流人口の増加」を第2評価指標として評価を行なう。

計画区域における交流人口の増加数（人）　　　19,449人
【目標値】計画区域外からの入込客数（人）　　337,428人
【現状値】計画区域外からの入込客数（人）　　317,979人

306,744 307,323 324,456 319,200 332,000 345,600

現状値 目標値 区域外
の割合H29 H30 R01 R04 R05 R06

5,285 5,370 4,760 4,944 5,221 5,318 -

具体的数値目標

交流人口の増加 19,449人増加

富士川キッチン（レストラン） 78,035 79,024 84,275 72,800 76,000 79,200 80%

228,709

4,108 3,760 3,600 3,640 3,680 80%

228,299 240,181 246,400 256,000 266,400 80%

収穫農園（じゃがいも・大根） 117 135 90 126 121 126 90%

そば打ち体験 100 81 100 67 72 76 90%

1,124 1,181 900 1,277 1,509 1,562 -

棚田オーナー制度 285 332 313 313 323 332 95%

棚田米作り体験 201 227 186 0 0 0 100%

合計

平均（3年間） 317,979 337,428 -

農業体験宿泊施設宿泊者数 - - - 400 600 100%

312,029 312,693 329,216 324,144 337,221 350,918 -

630

道の駅富士川 -

農産物（特産物）・物品（売店）

みさき耕舎・農業体験宿泊施設

食堂利用者数

飲食のみ

農業体験利用者数

堀取り体験（じゃがいも・大根） 521 487 311 438 465 474 60%

4,161 4,189 3,860 3,667 3,712 3,756 -

4,061

単位：人

摘要

　道の駅富士川のR04については、売店は、R02
（128,615人）から91.6％増を見込み、レストランにつ
いては、R02（60,858人）から19.6％増を見込んだ。
　R05からR06年度については今回事業の集客効
果を考慮して、売店、レストランともに前年比4％増
を見込んだ。
　みさき耕舎のR04の食堂飲食利用は、R02（2,480
人）から45％増を見込みその後は、前年度比1％増
を見込んだ。
　そば打ち体験のR04は、R02（67人）と同じで、そ
の後は、前年度比7から6％増を見込んだ。
　堀取り体験は、R02（93人）から370％増を見込
み、その後は、前年度比2から6％増を見込んだ。
　収穫農園のR04は、R02（112人）から12％増を見
込み、その後は、平均123人程度を見込んだ。
　棚田オーナー制度はのR04は、R02（133人）から
135％増を見込み、その後は、平均327人程度にな
るよう見込んだ。
　米作り体験は、都心の中学生の受け入れを行っ
ていたが、事業継続が未確定であるため０とした。
　農業体験宿泊施設のR04は、予測値（約600人）
の2/3（400人）を見込んだ。
R05は、予測値の約600人を見込んだ。
R06は、広報活動などの増加で2％増を見込んだ。

観光客入込客数からの推計値



【記入要領】

全般 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

事業活用活性化計画目標 ・事業活用活性化計画目標の項目は実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

評価指標 ・評価指標の記載に当たっては実施要領及び「事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について」により記入すること。

1

R04 R05 R06

道の駅富士川新規商品の開発 0 0 0 1 1 1

評価期間（原則として３年間の効果発現状況を把握する期間） 評価報告予定年（評価期間の終了直後の９月末日まで）

令和4年4月～令和7年3月 令和7年

H29 H30 R01

第３評価指標の設定根拠
　現在は、交流センター塩の華で加工してた商品を道の駅富士川で販売していた。ほとんどの作業を手作業で行っていたこともあり、既存の商品の生産に
時間がかかっていたため、新規商品開発に取り組むことまで手が回らなかった。今回、生産性が向上する機器を導入する予定であることから導入後は積極
的に商品開発に取り組み、年間１品目の開発をめざす。

現状値 目標値

第３評価指標（必須） 具体的数値目標の算出方法
具体的数値目標

加工品新商品開発数 年間１品目の新商品開発
現状の3年間は新商品を開発していないが、加工
所を整備することによって年間１品目開発すること
を目標にする。

平均（3年間） 0

単位：品目

摘要

実際販売された新商品の開発数
年間1品目の新商品開発

※計画区域外からの入込客数（人）の数値の考え方

　計画区域外からの入込客数は、調査上の数値を把握していないため、区域外の割合率（各施設に聴取した割合）を利用計画の入込客数数値に

乗じて算出した。摘要欄のR02数値も同様の考え方で算出した。



Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体
全体事業費

（千円）
交付金要望額

（千円）
交付額

算定交付率
交付限度額

（千円）
活性化計画の目標及び

事業活用活性化計画目標との関連性
備考

⑰農林水産物処
理加工施設

富士川町農村地
区

・農産物加工所（新
設）
・附帯施設（駐車場）

・389㎡
・605.74㎡

R03 富士川町 170,474 83,667 1/2 83,667

農林水産物処理加工施設を整備することによ
り、安定した商品供給を行い、地元で収穫した
農産物に更なる付加価値を付け、地域産物の
販売額の増加、加工品新商品開発による山村
活性化の促進を図る。

㉗地域連携販売
力強化施設

富士川町農村地
区

・農産物加工販売施
設（増築）

・242.16㎡ R03 富士川町 100,815 35,113 1/2 35,113

地域連携販売力強化施設を整備することによ
り、地元で収穫した農産物に更なる付加価値を
付け、地域産物の販売額の増加、交流人口の
増加、加工品新商品開発による山村活性化の
促進を図る。

上限事業費
290,000円×242.16㎡
=70,226,400円

㉘農林漁業・農山
漁村体験施設

富士川町農村地
区

・農業体験宿泊施設
・屋外トイレ、手洗い
場
・附帯施設（駐車場）

・47.61㎡×4棟
=190.44㎡
・4.96㎡
・630㎡

R03 富士川町 69,960 28,333 1/2 28,333

農林漁業・農山漁村体験施設を整備することに
より、宿泊による農業体験の取り組みを推進
し、交流人口の増加による山村活性化の促進を
図る。

上限事業費
290,000円×195.4㎡
=56,666,000円

341,249 147,113 0 147,113

【記入要領】

・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性を併せて記載すること。

・事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記入すること。

・地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容欄は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。

・事業規模等欄は、施設ごとの棟数と床面積、林道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。

・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性欄は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

・「農泊推進対策」で実施する場合には、備考の欄にどのように「農泊」と関連するかを明記すること。

（※）「農泊」とは、農山漁村において、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農山漁村滞在型旅行）をいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項 該当なし

連携する施策名 事業メニュー名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

【記入要領】

①交付対象となる事業のうち、実施要領第６に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性を記載すること。

②連携する施策名には、実施要領第６に掲げる施策を記載すること。

③事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記載すること。

④地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。



Ⅴ　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画

離島振興
計画

輸出促進条
件整備

耕作放棄地
の解消に向
けた取組

地域再生
計画

事業別内容 R3 山梨県 190004 富士川町 193682 富士川町 富士川町農村地区 ○

R3 山梨県 190004 富士川町 193682 富士川町 富士川町農村地区 ○

R3 山梨県 190004 富士川町 193682 富士川町 富士川町農村地区 ○ ○

①事業費計

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

総合計（①＋②＋③） 1 R6

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

名称

コード
（地方公共団
体コード番号
（総務省））

名称

コード
（地方公共団
体コード番号
（総務省））

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

市町村名 地区名

地域指定状況

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

奄美
群島

指定
棚田
地域

都道府県 計画主体

計画期間
最終年度

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載



まち・ひと・しご
と創生寄附活

用事業

定住自立圏
共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

国土強靱化施
策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力の
積極的な活用
に向けた取組

地域別農業振
興計画

次世代農業農
村振興計画

指定棚田地域
振興活動計画

円 円 円

17
農林水産物処理加
工施設

1-第1-(1) ・農産物加工所（新設）　389㎡
・附帯施設（駐車場）　・605.74㎡ R3 ～ R3 富士川町 170,474,480 167,335,102 83,667,000 1/2

27
地域連携販売力強
化施設

1-第1-(1) ・農産物加工販売施設（増築）　242.16㎡ R3 ～ R3 富士川町 100,815,000 70,226,000 35,113,000 1/2

28
農林漁業・農山漁
村体験施設

2-第1-(1)
・農業体験宿泊施設47.61㎡×4棟、・屋
外トイレ・手洗い場4.96㎡　・附帯施設
（駐車場）630㎡

R3 ～ R3 富士川町 69,960,000 56,666,000 28,333,000 1/2

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

341,249,480 294,227,102 147,113,000

341,249,480 294,227,102 147,113,000

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

事　業
メニュー
番　号

事業メニュー名
要件

類別等
番号

事業内容
及び

事業量
実施期間

事業実施
主体

全体事業費

交付対象
事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

他の施策との連携 全　　体　　計　　画

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

該当する連携
施策の番号｢
１～６｣を全て

記載

連携施策は
｢１｣を記載



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円

83,667,000 0 0 0 ・農産物加工所（新設）　389㎡
・附帯施設（駐車場）　・605.74㎡ 170,474,480 167,335,102 83,667,000 0 86,807,480 0 100 83,667,000 0 170,474,480 167,335,102 83,667,000

35,113,000 0 0 0 ・農産物加工販売施設（増築）　242.16㎡ 100,815,000 70,226,000 35,113,000 0 65,702,000 0 100 35,113,000 0 100,815,000 70,226,000 35,113,000

28,333,000 0 0 0
・農業体験宿泊施設47.61㎡×4棟、・屋
外トイレ・手洗い場4.96㎡　・附帯施設
（駐車場）630㎡

69,960,000 56,666,000 28,333,000 0 41,627,000 0 100 28,333,000 0 69,960,000 56,666,000 28,333,000

147,113,000 0 0 0 341,249,480 294,227,102 147,113,000 0 194,136,480 0 147,113,000 0 341,249,480 294,227,102 147,113,000

147,113,000 0 0 0 341,249,480 294,227,102 147,113,000 0 194,136,480 0 147,113,000 0 341,249,480 294,227,102 147,113,000

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

本年度 本年度までの累計

事業内容
及び

事業量
全体事業費

交付対象
事業費

交付金額

(千円未満切捨）

県費 市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

前　年　度　ま　で

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

(Ｄ)



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 上限事業費
290,000円×242.16㎡=70,226,400円

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 上限事業費
290,000円×195.4㎡=56,666,000円

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額
交付対象
事業費

交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付金額交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付金額 全体事業費全体事業費
交付対象
事業費

備　　　考

翌年度以降（予定）

翌年度以降の累計 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度


